
 

 

 

2023年 9月 22日 

株式会社 鹿児島銀行 

 

有限会社片平農産様の『ＳＤＧｓ宣言』策定支援について 

 

鹿児島銀行（頭取 松山 澄寛）では、お客さまとともに地域の課題解決を図り、持続可能な地域社会の実現に

向け、「かぎんＳＤＧｓ宣言書作成支援サービス」を取り扱っております。 

今般、有限会社片平農産（代表取締役 片平 真佐江）様が『ＳＤＧｓ宣言』を策定されましたので、下記のと

おりお知らせします。 

当行は、地域におけるＳＤＧｓの達成に向けた取り組みを支援し、お客さまとともに地域課題の解決を図り、

地域発展および持続可能な地域社会づくりに貢献してまいります。 

 

記 

 

<企業概要> 

発行会社  有限会社片平農産 

所在地 鹿児島県曽於郡大崎町永吉 2381番地 1 

代表者  片平 真佐江 

事業内容 農産物生産販売業 

    ※『ＳＤＧｓ宣言』の内容については、別紙をご参照ください。 

 

以上                                             

 

 

【ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals）持続可能な開発目標】 

2015年 9 月の国連サミットで採択された具体的行動指針。 

2030年までに解決すべき、世界的優先課題に掲げた 17 のグローバル 

目標と、それらを達成するための具体的な 169のターゲットで構成。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本件に関するお問い合わせ先】 

鹿児島銀行 地域支援部 経営コンサルティング室  

TEL：099-248-8780（ダイヤルイン） 



□全ての人が活躍する職場づくり

宣言 ・ ダイバーシティ経営を促進し、多様な人材が活躍できる労働環境を構築します。
・ 従業員一人一人が企業価値向上や社会貢献を果たせるよう、様々な人材育成支援を
実施します。

具体的な取り組み ・ ハラスメントなどに係る社内規程を整備し、風通しの良い職場環境を整備する。
・ 健康経営を促進し、従業員皆が活き活きと働けるよう積極的に能力開発に努める。

□環境への配慮

宣言 ・ 圃場や作業所などに対し、『環境への配慮』を意識した行動に努めます。
・ 省エネを意識した職場環境の整備に努めます。

具体的な取り組み ・ 圃場への化学肥料散布の際は、作付箇所の局所散布を励行する。
・ 事務所や作業所内の照明のLED化や、農機具・車輌の省エネ設備への変更を随時
実施する。

□リスク管理体制の構築

宣言 ・ 企業の社会的責任を果たすべく、企業・従業員としてコンプライアンスの徹底を図ります。
・ 災害や事故など、事業リスクに対応できる社内体制を構築します。

具体的な取り組み ・ コンプライアンスに係る社内規程の整備。
・ 事業継続計画（BCP）の策定。

□地域に必要とされる組織づくり

宣言 ・ 『地元』に根差す企業として、地域社会に積極的にコミットします。
・ 自社事業を通じ、地域社会へ貢献します。

具体的な取り組み ・ 地域内の祭事への出店参加や出張販売の実施（キッチンカーの積極利用）。
・ 地元学生や社会人などに対する職場体験（農業体験）の実施。

有限会社片平農産
ＳＤＧｓ宣言

有 限 会 社 片 平 農 産
代表取締役 片平 真佐江

当社は、国連が提唱する「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」に賛同し、経営理念である「土づく
り・ものづくり・人づくり」を体現するため、ＳＤＧｓの達成に向け、下記の取り組みを実施していくことを宣
言します。

ＳＤＧｓ達成に向けた取り組み

×

2023年9月22日

【 作成支援 】



 

〈商品概要〉 

名称 かぎんＳＤＧｓ宣言書作成支援サービス 

対象店舗 全営業店 

対象企業 全事業先 

取扱開始日 2022年 1月 31日（月） 

サービス内容 

ＳＤＧｓへの取り組み状況の確認と必要対応事項の整理から、対外ＰＲ支援までを実施。 

宣言書作成後、ＳＤＧｓの達成に向け、具体的なソリューションメニューのご紹介を行う

ことができます（一部有償メニューを含む） 

（１）ヒアリングシートに基づくＳＤＧｓへの取り組み状況の把握・分析（※1） 

（２）ヒアリング結果に対する評価とフィードバック 

（３）ＳＤＧｓ宣言書の策定（※2） 

（４）希望に応じ、当行からニュースリリースを実施 

※1. 経済産業省関東経済産業局講評の「ＳＤＧｓの観点で市場・社会から期待される 

基本的な事項」をもとに作成したオリジナルチェックシートを使用します。 

※2. ホームページへの掲載などに使用可能なＰＤＦファイルにてご提供いたします。 

商品開発協力 三井住友海上火災保険株式会社、ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社 

手数料 
ニュースリリースあり 220,000 円（消費税込） 

ニュースリリースなし 110,000 円（消費税込） 

                                            

以上 

 


